平成２７年度　第２５回人事委員会　会議結果
	１　開催日時


　　　平成２８年３月２９日（火）午後２時～５時１５分
	２　開催場所


　　審理監査室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳

　　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史

【傍聴者】　　　　なし
	４　議　題


議案第１号　人事委員会規則等の設定について（退職管理関係）

議案第２号　人事委員会規則等の一部改正等について（任用規則等関係）　

議案第３号　人事委員会規則等の一部改正について（行政不服審査法等改正関係）

議案第４号　人事委員会規則の一部改正について（給与勧告関係）

議案第５号　人事委員会規則等の一部改正について（組織改正関係等）

議案第６号　人事委員会規則等の一部改正について（勤務時間関係）

議案第７号　人事委員会規則等の一部改正について（特殊勤務手当関係）

議案第８号　人事委員会委員長通知の新設について（通勤手当関係）
	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事


　
◇議案第１号

人事委員会規則等の設定（退職管理関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】
以下のとおり規則及び通知を設定しようとするもの。

１　規則等の名称

　＜規則＞

鳥取県職員の退職管理に関する規則

　＜通知＞

1 鳥取県職員の退職管理に関する規則の解釈及び運用方針について

2 働きかけ規制違反に係る調査等について

２　概要

　　地方公務員法等の一部改正に伴う同法及び鳥取県職員の退職管理に関する条例の規定に基づき、職員（特定地方独立行政法人の常勤役員を含む。）の退職管理に関し必要な事項を定めるもの。

（１）規則

1 働きかけの規制対象となる再就職者

　　　ア　地方公共団体の長の直近下位の内部組織の長又はこれに準ずる職

部局長、各任命権者の事務局長等の職を規定する。

　　　イ　国家行政組織法第21条第１項に規定する部長又は課長の職に相当する職　

課長相当職以上の職等を規定する。（アの職を除く。）

2 働きかけが規制される相手方となる現職の役職員に類する者

再就職者が離職前に就いていた職が廃止された場合、当時担当していた職務を現に担当している役職員を規定する。

3 再就職者が働きかけを規制される再就職先の子法人

再就職先の営利企業等が、株主総会での議決権の総数の100分の50を超える数を有している法人を規定する。

4 規制対象外となる再就職者

ア　退職手当通算法人として、地方独立行政法人のほか、次に掲げる法人を規定する。

・地方公社

・公庫等

イ　退職手当通算予定職員として、退職手当通算法人の役職員となるため退職するときに、退職手当を支給しない職員を規定する。

5 規制対象外となる働きかけ

次に掲げるものを規定する。

ア　退職手当通算法人の業務

　　　イ　法令に違反する事実がある場合において、行政機関に対し、当該処分又は行政指導を求める場合

　　　ウ　裁量の余地が少ないものとして人事委員会が定める契約の締結を依頼する場合（電気、ガス、水道水の供給又は日本放送協会による放送の役務の給付）

　　　併せて、ウの場合における任命権者への承認申請事項を規定する。

6 再就職情報の届出

ア　再就職情報を届け出させる管理又は監督の地位にある職員の職

　　　　　課長相当職以上の職を規定する。

イ　再就職情報の届出事項

氏名、営利企業等の名称、地位等を規定する。

7 働きかけを受けた職員の届出

再就職者から働きかけを受けた職員の人事委員会への届出手続について規定する。

　　

（２）通知

1 鳥取県職員の退職管理に関する規則の解釈及び運用方針について

ア　規制対象外となる働きかけのうち、裁量の余地が少ないものとして人事委員会が定める契約として、電気、ガス、水道水の供給又は日本放送協会による放送の役務の給付を規定する。

併せて、任命権者への承認申請様式を規定する。

イ　再就職情報の届出様式を規定する。

ウ　再就職者から働きかけを受けた職員の届出様式を規定する。

2 働きかけ規制違反に係る調査等について

ア　違反行為の疑いに係る人事委員会に対する任命権者の報告、調査開始の通知及び調査結果の報告に係る手続を規定する。

イ　違反行為の疑いのある事案に係る任命権者に対する人事委員会の調査経過の報告要求、意見陳述及び調査要求に係る手続を規定する。

３　施行日

平成28年４月１日
【質　疑】
事務局

　　再就職情報の届出をしてもらう対象者について、国の場合に準じて年収が103万円以下の元管理職は届出義務がないように規定する予定と以前説明していたが、知事部局の方から、元管理職全員に届出してもらう旨の意向が示されたため、規定しないこととなった。
委　員

　　規定を作って、皆が理解してきちんと届出してもらえるのか。罰則があるので、単なる手続き漏れもないようにしないといけないが、その辺はどこがどういう形で周知していくのか。

事務局
　　届出対象者もだが、就職先企業にも知っておいてもらう必要がある。それは、それぞれの任命権者が周知する形になると思う。

委　員

　　本人への説明は、説明会等の機会で説明するのか。

事務局

　　今回の制定予定については退職される方には説明してある。

事務局

　　昨年12月頃このような規定が制定される予定であることは退職者を集めた説明会で言われていた。また、何年も前から総務部長通知でこういった届出を行っている。

委　員

　　適用はいつからか。

事務局

　　退職後２年間経っていない方が対象。

委　員

　　結構な業務になるのではないか。

事務局

　　届出自体はこれまでも通知でお願いして出してもらっているもので、それが条例により義務化されたものであるため、業務量がこれまでと変わるものではない。
　　また、実際に働きかけがあった場合の規制違反行為については、国や他県で以前から運用されているが、事例はないようである。

委　員

　　国や自治体で届出対象の範囲が違うとなると、民間企業側で大丈夫だと思っていたが実は間違いだったみたいな例が出てきそうだな。

事務局

　　そうである。ただ本県の場合は管理職全員に届出してもらうので、わかりやすい形にはなっている。

委　員

　　職員側で注意しておかないといけないな。
◇議案第２号

人事委員会規則等の一部改正等（任用規則等関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

以下のとおり規則、通知及び定めを一部改正、廃止又は設定しようとするもの。

１　改正又は廃止する規則等

（１）名称

　＜規則＞

①
職員の営利企業等の従事に関する許可の基準に関する規則

②
職員の分限に関する手続及び効果に関する規則

③
職員の任用に関する規則

④
鳥取県人事委員会事務局組織規則

⑤
職員の任用に関する権限の委任に関する規則

⑥
人事委員会の事務局長に対する事務委任規則

⑦
人事委員会の事務の専決及び代決規則

⑧
任期付研究員の採用等に関する条例施行規則

⑨
任期付職員の採用等に関する条例施行規則

＜告示＞

選考により採用又は昇任させる職について

＜通知＞

①
職員の営利企業等の従事に関する許可の基準に関する規則の運用及び解釈について

②
職員の任用に関する規則の解釈及び運用方針

③
職の区分表について

④
任命の方法の一般的基準（内規）

⑤
警察官昇任特別選考基準

⑥
採用選考等の結果についての報告について

⑦
任期付研究員の採用等に関する運用について

⑧
任期付職員制度の運用について

⑨
臨時的任用職員取扱要綱

⑩
管理職手当に関する規則別表第１中の「人事委員会が承認したもの」について

（２）概要

　　　地方公務員法の一部改正に伴い、任用の定義が明確化されたこと、能力実証の実施主体や基準が明確化されたこと等に伴い所要の改正を行うもの。

①
任用の実施主体の明確化

ア　昇任

・昇任のための競争試験又は選考は、原則、人事委員会から任命権者の権限となることに伴い、引き続き行われる昇任試験（公安職のうち課長補佐及び同相当職以下への昇任）に係るものを除き、昇任に係る人事委員会の規定を削除する。

　　　イ　転任

　　　　・転任は、任命権者の権限であることが明確化されたため、これまで人事委員会の承認を要していた転任について、任命権者限りでその判断が行えるよう、基本的なルール（欠員補充の方法）のみの規定に改正する。

②
分限事由の明確化

分限事由の一つとして、「人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして、勤務実績がよくない場合」とされたことに伴い、法律の用語にあわせた規定の整備を行う。

③
「等級別基準職務表」の条例化

　　　　職務給の原則の徹底を図るため、任期付職員及び任期付研究員に係る等級別基準職務表が条例化されることに伴い、関連規定を人事委員会規則から削除する。

④
その他

　　　　用語の整理等（「勤務評定」→「人事評価」、「職務遂行能力」→「標準職務遂行能力」等）

２　設定する定め

（１）名称

鳥取県人事委員会事務局職員の標準的な職及び標準職務遂行能力について

（２）概要

　　　地方公務員法の一部改正に伴い、新たに、任命権者が標準的な職及び標準職務遂行能力を定めることとなるもの。

①
標準的な職

　　　　職の区分表（人事委員会通知）の区分とする。

②
標準的な職を遂行する上で発揮することが求められる能力

　　　　「人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」に定められた職位ごとの評価基準における定義（キーワード）とする。

３　施行日

平成28年４月１日

【質　疑】

委　員

　　職員の任用に関する規則第２条の用語の定義について、例えば昇任でいうと、従前は「現に有する職より上位の職に任命すること」と規則で規定していて、改正後の法律では「上位の職制上の段階に属する職員の職に任命する」と規定されているが、この具体的な違いは、例えば同じ部長や課長でも複数の職があるため、部長から別の部長になったものであっても、昇任といった意味合いを明らかにするためのものなのか。
事務局

　　同じ部長相当職であれば、昇任ではなく、従前で言えば配置換え、新しい法律でいえば転任となる。主事、係長、課長補佐、課長、これが一つずつ上に上がれば昇任となる。

　　今回の改正は、鳥取県だけに通用する定めだったものを全国に通用する規定で定めたものと理解していただいた方がよい。

委　員

　　了解。

　　それから、「標準職務遂行能力」という形になった場合、何かこれまでと運用上の違いが出てくるのか。

事務局

　　これまでとは違いがない。これまでは要領で任意に定めていた。法律で定める事が義務化されたため、要領の定義をそのまま引用したもの。

委　員

　　これは全国共通のものか。

事務局

　　各地方公共団体がそれぞれ作っている。

事務局

　　鳥取県の人事評価実施要領から引用してきたもの。

事務局

　　人事委員会事務局は知事部局と同じ内容であるが、教育委員会や警察本部は同じ事務職でも若干違う内容である。
委　員

　　職の区分の配置に関して、職員団体側が、標準職務遂行能力に達しているのだからポストの有無に関わらず係長級にすべきだということが言いやすくなる等はないのか。

事務局

　　標準職務遂行能力は、職種ごとにどういう水準にあるのかを具体化したものとして、昇任するときの選考基準になる。
例えば、職場によっては、職種が一人、二人しかいない専門職（福祉、医療、農林関係）等の場合は昇任基準として使おうということは行っているようだ。
委　員

　　それが、より法令上の根拠に基づくものになってきたので、中身は同じかもしれないが、よりそういうアプローチで職員団体は言う可能性はあるということだな。

事務局

　　そうである。
◇議案第３号

人事委員会規則等の一部改正（行政不服審査法等改正関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

以下のとおり規則、告示及び通知の一部を改正しようとするもの。

１　規則等の名称

（１）規則

      職務に専念する義務の特例に関する規則等の一部を改正する規則

　　　※内容は次の５規則の一部改正

1 職務に専念する義務の特例に関する規則

2 不利益処分についての不服申立てに関する規則

3 職員の勤務条件に関する措置の要求に関する規則

4 日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則

5 職員からの苦情の処理に関する規則

 （２）告示

      不利益処分についての不服申立てに関する提出書面様式について

 （３）通知

1 処分説明書の様式および記載要領について

2 職員からの苦情処理の取扱いについて

3 期末手当及び勤勉手当の運用について

２　改正の概要

    平成26年６月13日付け（平成28年４月１日施行）で行政不服審査法（平成26年法律第68号）及び同法を適用する地方公務員法（昭和25年法律第261号）が改正されたことに伴い、不服申立ての種類の一元化及び審査請求できる期間の延長が図られたことによる人事委員会所管の規則等について所要の改正を行うもの。

　＜主な改正内容＞

（１）「異議申立て」（処分を行った処分庁に対する不服申立て）と「審査請求」（処分庁以外の審査庁に対する不服申立て）が、「審査請求」に一元化される。これに伴い、これらの文言が規定されている規則等について改める。併せて、「異議申立て」及び「審査請求」を総称して「不服申立て」と規定している規則等についても、「審査請求」に改める。

（２）「決定」（異議申立てに対する処分庁の応答）と「裁決」（審査請求に対する審査庁の応答）が、「裁決」に一元化される。これに伴い、これらの文言が規定されている規則等について改める。

 併せて、「決定」及び「裁決」を総称して「判定」と規定している規則等についても、「裁決」に改める。

（３）審査請求できる期間が処分のあったことを知った日の翌日から起算して「60日以内」から「３か月以内」に延長される。これに伴い、これらの期間が規定されている通知について改める。

３　施行日

  　平成28年４月１日
【質　疑】

委　員

　　第７条の（１）、改正前は「生年月日」と書いてあるが、改正後の法律上、生年月日は必要だったか。
事務局
　　行政不服審査法上、「年齢」という規定が審査請求書の記載事項を示す条文から削除されているが、この条文自体が地方公務員法上適用除外となっており、あわせて、国の人事院規則も生年月日が落とされていないため、改正していない。

委　員

　　名前が変わって審査請求に一本化されるが、対応する審査者はそのままか。

事務局

　　そうである。以前は、「異議申し立て」は処分をした機関が審査、「審査請求」はその上級庁が審査ということで言い方が変わっていたが、どちらも「審査請求」となるというもの。

委　員

　　人事委員会以外の県の機関は、利害関係のない審理員が審査する形に変わったが、人事委員会は適用がないから、当委員会は名称が変わっただけということだな。

事務局

　　県の場合は、政策法務課にその委員会が設けられそこで審議をする形になる。いわゆる独立した機関を設ける。鳥取県の場合は、市町村とあわせて一つの機関を設けて、市町村の案件についてもそこで審議するという形にまとめて行う形になる。

　　それぞれの市町村が個別に持つのは非効率で、よく分からないという市町村の声が高かったため、そのような形になった。

委　員

　　公平委員会と似たような形だな。

事務局

　　そうである。

委　員

　　人事委員会の場合、忌避・回避みたいな仕組みはない。例えば、私が申立人から相談を受けていたとしても３人しかいないから除斥できない。

　　今回の審理員制度は、関与した人間はなれない仕組みで公平さを担保しようとしているから、人事委員会の審査に関しては悩ましい場面がないわけではない。各県とも弁護士の委員は必ずいるため、本当は悩ましい場面があるのかもしれない。どこかでテーマにして議論してもよい。たぶん事実上関与しないこととしているのかもしれない。

◇議案第４号

人事委員会規則の一部改正（給与勧告関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

以下のとおり規則の一部を改正しようとするもの。

１　改正する規則の名称

（１）職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則

（２）単身赴任手当の支給に関する規則

（３）単身赴任手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

２　概要

（１）職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の改正

 　① 勧告関係

　　　　平成27年の人事委員会勧告を踏まえ、職員の給与に関する条例が一部改正され、給料表が改定されたことに伴い、職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則に定める昇格時号給対応表の一部を国に準じて改正する。

   ② その他

    ア　看護師長を管理職化することに伴い、特定昇格（任用の事情等を考慮して１級以上上位の級に昇格させること）ができる級に関する規定を一部改正する。（医療職給料表（３）６級以上→５級以上）

　  　イ　 「義務教育学校」を新設すること等を内容とする学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の施行に伴い、所要の改正を行う。（学歴免許等資格区分表の中学卒の学歴区分に「義務教育学校」を追加する。)

（２）単身赴任手当の加算額等の改正

 　ア　単身赴任手当の支給に関する規則に規定する交通距離区分に応じた加算額を国に準じて引き上げる。

   イ　単身赴任手当の支給に関する規則の一部を改正する規則に規定する平成30年３月31日までの間の基礎額を国に準じて引き上げる。

３　施行（適用）日

    平成28年４月１日
◇議案第５号

人事委員会規則等の一部改正（組織改正関係等）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

以下のとおり規則及び通知の一部を改正しようとするもの。

１　改正する規則等の名称

（１）規則

1 給料表の適用範囲に関する規則

2 職員の職務の級の分類に関する規則

3 管理職手当に関する規則

4 管理職員等の範囲を定める規則

5 公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則

6 へき地手当等に関する規則

（２）通知

1 給料表の適用範囲に関する規則の「人事委員会が定めるもの」について

2 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について

２　概要

（１）平成28年度組織改正関係

1 給料表の適用範囲に関する規則

      組織又は職の新設等に伴い、教育職給料表（１）、教育職給料表（２）、研究職給料表及び医療職給料表（２）を適用する職員の範囲を定める規定を一部改正する。

      ○教育職給料表（１）

        ・緑豊かな自然課の専門員の削除

        ・山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館の専門員の追加

      ○教育職給料表（２）

        ・緑豊かな自然課の専門員の削除

        ・山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館の専門員の追加

      ○研究職給料表

        ・山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館の主幹学芸員、主任学芸員及び学芸員の追加

      ○医療職給料表（２）

        ・総合療育センターの課長補佐の追加

2 職員の職務の級の分類に関する規則

      職の新設等に伴い、職務の級の分類を定める級別職務分類表（行政職給料表、研究職給料表、医療職給料表（３））を一部改正する。

      ○行政職給料表級別職務分類表

      　＜知事部局＞

          ・本庁共通　館長（６級）の追加

          ・総合療育センター地域療育連携支援室室長補佐（３級）の削除

          ・総合療育センター共通　副院長（６級）の追加

      　＜教育委員会＞

          ・本庁　特別支援教育課長（７級）の追加

          ・共通　土木技師（１級・２級）の追加

      ○研究職給料表級別職務分類表

      　＜知事部局＞

          ・知事の事務部局共通　学芸員（１級）、主任学芸員（２級）及び主幹学芸員（３級）の追加

      ○医療職給料表（３）級別職務分類表

      　＜教育委員会＞

          ・鳥取養護学校　学校看護師長（５級）の追加

3 管理職手当に関する規則

      組織又は職の新設、看護師長の管理職化に伴い、管理職手当の支給区分を定める規則別表第１に規定する職、及び管理職手当月額を定める規則別表第２に規定する区分（種別）及び手当月額を一部改正するほか所要の改正を行う。

      規則別表第１

       ＜知事部局＞

         ・山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館の館長の追加（３種）

         ・総合療育センター看護部長の変更（５種→３種）

         ・総合療育センター看護師長の追加（５種）

         ・その他所要の改正

       ＜教育委員会＞

         ・鳥取養護学校 学校看護師長の追加（５種）

      規則別表第２

         ・医療職給料表（３） 職務の級（５級）、区分（５種）及び管理職手当月額の追加

         ・備考１（特定職）に山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館の職及び鳥取養護学校の学校看護師長の追加

          　※総合療育センターの看護師長は、「備考１（３）知事部局の地方機関の職」に含まれるため、追加不要。

4 管理職員等の範囲を定める規則

      組織又は職の新設、看護師長の管理職化に伴い、管理職員の範囲を定める当該規則別表に規定する職員を一部改正する。

       ＜知事部局＞

         ・本庁の館長の追加

         ・総合療育センターの看護師長の追加

       ＜教育委員会＞

         ・鳥取養護学校の学校看護師長の追加

5 給料表の適用範囲に関する規則の「人事委員会が定めるもの」について

      医療職給料表（２）が適用される総合療育センターの課長補佐のうち、「人事委員会が定めるもの」について規定するもの。

      ・採用時の職が衛生技師等である職員とする。

（２）公平委員会受託事務関係

  　○公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則

      　関係町村等の職の設置等に伴い、管理職員等の範囲を定める当該規則別表を一部改正する。　

        ①　湯梨浜町

          ・町長部局の室長の追加

        ②　日野病院組合

          ・在宅介護支援事業所の削除

          ・介護老人保健事業所の削除

（３）その他

1 へき地手当等に関する規則

      　小学校の廃校に伴い、へき地手当の支給対象となるへき地学校及び準へき地学校について所要の改正を行う。

      ・へき地学校について定めた規定中、日光小学校添谷分校を削除する。

      ・準へき地学校について定めた規定中、日光小学校を削除する。

2 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について

      　「任用に関する権限の委任に関する規則」の改正（条ずれ）に伴い、引用条文を改める。学歴免許等の資格に応じた学歴区分を定める当該通知別表について、所要の改正を行う。

      ・「任用に関する権限の委任に関する規則」の改正（条ずれ）に伴い、引用条文を改める。

      ・平成26年４月に職業能力開発総合大学校に新設された特定応用課程の修了者が平成28年３月に初めて誕生することから、同課程の修了を学歴免許等資格区分表の大学４卒欄に位置付ける等の改正を行う。

      ・「義務教育学校」を新設すること等を内容とする学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）の施行に伴い、「義務教育学校」を追加する改正を行う。 

３　施行（適用）日

    平成28年４月１日
◇議案第６号

人事委員会規則等の一部改正（勤務時間関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　　以下のとおり規則及び通知の一部を改正しようとするもの。

１　改正する規則等の名称

（１）規則

1 職員の勤務時間、休暇等に関する規則

2 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則

3 職員の修学部分休業に関する条例施行規則

4 期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則

（２）通知

1 職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について

2 県費負担教職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について

3 職員の修学部分休業制度の運用について

4 臨時的任用職員の休暇及び職務に専念する義務の免除について

5 臨時的任用職員の休暇について

２　概要

（１）フレックスタイム制及び子育て部分休暇の導入関係

    ＜規則＞

    　○職員の勤務時間、休暇等に関する規則

    　○県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則

    ＜通知＞

    　○職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について

    　○県費負担教職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について

          フレックスタイム制及び子育て部分休暇の導入に伴い、条例から規則及び運用通知に委任さ　れた事項等について規定する。

（２）高齢者部分休業の導入関係

  　＜規則＞

  　　○職員の修学部分休業に関する条例施行規則

  　＜通知＞

  　　○職員の修学部分休業制度の運用について

          高齢者部分休業の導入に伴い、条例から規則及び運用通知に委任された事項等について、規定する。

（３）子育て部分休暇・高齢者部分休業の導入に伴う期末・勤勉規則の改正関係　　

    ＜規則＞

    　○期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則

1 高齢者部分休業関係

　　　　・期末手当の在職期間から、休業期間の２分の１を除算する旨規定する。

        ・勤勉手当の勤務期間から、休業期間の全期間を除算する旨規定する。

2 子育て部分休暇関係

　　　　・子育て部分休暇及び育児部分休業の承認を受けて１日の勤務時間の一部について勤務しなかった日が90日を超える場合、その勤務しなかった期間を勤勉手当の勤務期間から除算する旨規定する。

（４）臨時的任用職員の休暇関係

    ＜通知＞

      ○臨時的任用職員の休暇及び職務に専念する義務の免除について【職員】

      ○臨時的任用職員の休暇について【県費負担教職員】

1 　一の任用期間終了後に、臨時的任用職員取扱要綱に基づく特例承認を受けて同一年度内に再度臨時的任用職員に任用される場合、再度の任用前後の任用期間を一連の任用期間とみなして休暇を付与する旨規定する。

2 子育て部分休暇の新設。

３　施行日

    平成28年４月１日

【質　疑】

（１）フレックスタイム制及び子育て部分休暇の導入関係

委　員

最長勤務時間を設定しない理由は何か。

事務局
　　勤務時間を割り振りできる時間が６時半から22時までであり、それが最長時間となるため。

委　員

割り振りの申告が１週間前までにあり、公務に支障がある場合は、当日までの１週間の間に判断するということなのか。

事務局

　　実際には、任命権者が実施要綱等の中で「１ヶ月前に申請すること」等の規定を入れ対応していくと思われる。

委　員

なぜ申請は１週間と規定しているのか。

事務局

　　国に準拠している。

（２）高齢者部分休業の導入関係、（３）子育て部分休暇・高齢者部分休業の導入に伴う期末・勤勉規則の改正関係

委　員

「職員の修学部分休業制度の運用について」の一部改正の通知の条例第５条関係について、修学部分休業を取り消すことについて、職員が同意することを求めているが、これは特殊な場合なのか。

事務局

　　例えば、代替職員が来ていたが、その代替職員が退職し、公務に支障が出る場合に本人の承諾を得て本人に復帰してもらう場合である。

委　員

高齢者部分休業については、１回申請したら退職の日まで休業となるのか。また、休業時間の設定については、例えば休業時間を最初は10時間だったものを20時間を超えない範囲内で延長できるということか。
事務局

　　そのとおり。

委　員

　　休業時間を縮めることはできるのか。
事務局

　　本人の希望による短縮はできない。公務の都合により、本人の了解を得て短くできるということ。

（４）臨時的任用職員の休暇関係

委　員

任用期間又は任用予定期間が９カ月と言うのは年度単位か。

事務局

　　そのとおり。
◇議案第７号

人事委員会規則等の一部改正（特殊勤務手当関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

以下のとおり規則及び通知の一部を改正しようとするもの。

１　改正する規則等の名称

（１）規則

  　　職員の特殊勤務手当の支給に関する規則

（２）通知

  　特殊勤務手当の運用について

２　改正の概要

（１）職員の特殊勤務手当の支給に関する規則

1  医療業務手当関係

医療業務手当の支給対象に医療政策課の医師を加える。

2  特殊現場作業手当関係

        本年２月議会において、職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正により新設された、県の管理する河川等において腐敗した魚の死骸を処理する作業（以下、「死魚処理作業」という。）にかかる特殊現場作業手当について、当該手当の支給対象から除かれる作業時間の基準を４時間とする。

（２）特殊勤務手当の運用について

①  特殊現場作業手当関係

    　　手当の支給対象となる死魚処理作業には、２名以上の職員が交替で行うものを含むこと、作業に従事した時間には、休憩等で作業が行われなかった時間は含まないことを規定する。

②  放射線取扱手当関係

        放射線取扱手当について定めた第２第１項第２号中、人事院規則を引用した部分にかかる所要の改正。

３　施行日（適用日）

    平成28年４月１日（ただし、２の（１）の②及び２の（２）については、平成28年３月25日（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の公布日）とする。
◇議案第８号

人事委員会委員長通知の新設（通勤手当関係）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

以下のとおり通知を新設しようとするもの。

１　新設する通知の名称

高速自動車国道等の利用に係る通勤手当の支給要件である通勤時間の算定について

２　通知の概要

　　高速自動車国道等利用にかかる通勤手当の支給要件のうち、通勤時間にかかるものについて、通勤時間の算定方法等を新たに規定するもの。

３　施行日（適用日）

    平成28年３月29日

  　ただし、適用日前に高速自動車国道等利用として届出があったものについても適用する。
	７　次回人事委員会の開催


　　平成28年４月21日（木）午後３時から開催することとした。
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